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埼玉県金属加工健康保険組合



STEP１-１ 基本情報
組合コード 43456
組合名称 埼玉県金属加工健康保険組合
形態 総合
業種 金属工業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

3,930名
男性83.3%

（平均年齢42.76歳）*
女性16.7%

（平均年齢42.92歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 7,267名 -名 -名
適用事業所数 72ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

40ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

98‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,832 ∕ 3,332 ＝ 85.0 ％
被保険者 2,033 ∕ 2,392 ＝ 85.0 ％
被扶養者 799 ∕ 940 ＝ 85.0 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 191 ∕ 635 ＝ 30.1 ％
被保険者 161 ∕ 535 ＝ 30.1 ％
被扶養者 30 ∕ 100 ＝ 30.0 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 8,483 2,159 - - - -
特定保健指導事業費 8,875 2,258 - - - -
保健指導宣伝費 30,047 7,646 - - - -
疾病予防費 52,940 13,471 - - - -
体育奨励費 395 101 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 3,362 855 - - - -
　
小計　…a 104,102 26,489 0 - 0 -
経常支出合計　…b 51,541 13,115 - - - -
a/b×100 （%） 201.98 - -
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平成30年度見込み 平成31年度見込み

平成32年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

5 0 5
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

0 2 4 6 8 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 36人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 223人 25〜29 353人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 338人 35〜39 385人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 468人 45〜49 464人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 360人 55〜59 274人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 251人 65〜69 110人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 31人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 12人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 41人 25〜29 74人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 66人 35〜39 60人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 100人 45〜49 103人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 75人 55〜59 64人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 36人 65〜69 21人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 10人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 198人 5〜9 243人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 282人 15〜19 224人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 129人 25〜29 16人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 5人 35〜39 2人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1人 55〜59 1人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 2人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 6人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 190人 5〜9 241人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 215人 15〜19 205人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 94人 25〜29 64人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 112人 35〜39 183人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 220人 45〜49 212人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 164人 55〜59 130人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 101人 65〜69 66人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 30人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
・加入事業所の３割が被保険者数１０人以下である。
・加入事業所の拠点が全国に点在している。
・４０歳代の被保険者が全体の３割を占める。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
保健事業の参加率が低い。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関紙発行
　保健指導宣伝 　健康者表彰
　保健指導宣伝 　後発医薬品推進
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　健康啓発ポスター配布
　体育奨励 　ハイキング
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　健康診断事後措置に伴う個別指導
　3 　傷病による休業者の復帰支援
　4 　カウンセリング
　5 　職場環境
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診
【目的】特定健診の受診率向上
【概要】集合契約A、Bの健診機関で受診。事業主が行う定
期健診。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 1,911

28年度実施率（目標）68.70％（75.00
％）　
本人受診者数（該当者数）：1,907名（
2,344名）
実施率：81.36％
家族受診者数（該当者数）：338名（92
4名）
実施率：36.58％

年度初めに配布する機関紙（健保だよ
り）に同封したのち電話勧奨を行った
ことにより受診率は向上した。

事業主が行う定期健診のデータ提供が
されていない事業所がある。健診実施
の周知不足と健診の必要性の認識不足
。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 【目的】特定保健指導の実施率向上
【概要】対象者に保健指導対象を通知し実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 989

28年度実施率（目標）
14.55％（35.00％）
受診者数（該当者数）
動機付け支援：26名（179名）
積極的支援：41名（302名）

事業主との協働がうまくいかなかった
。

特定保健指導事業の周知不足。健康へ
の関心不足。 5

保
健
指
導
宣
伝

2 機関紙発行
【目的】情報発信、健康意識の醸成
【概要】機関紙（健保の運営、収支、保健事業）を年4回発
行

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 3,702
機関紙発行：年4回
被保険者に直接送付。事業所経由で配
布。

健保が実施する保健事業の周知及び参
加率の向上に寄与。

被保険者全員に読ませることができな
い。 4

8 健康者表彰
【目的】医療機関にかからなかった者に対し表彰する
【概要】健診を受けたうえで医療機関にかからなかった者
に対し健康者として表彰及び記念品の贈呈

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 1,383 表彰者数：240名 - - 5

8 後発医薬品推
進

【目的】後発医薬品の普及
【概要】後発医薬品の転換通知

被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 8

後発医薬品に転換することによって調
剤費軽減額1,000円以上の者に通知を送
付。（年1回）
通知者数：171名

- - -

疾
病
予
防

3 人間ドック 【目的】受診率の向上
【概要】費用の一部補助（35歳以上）

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 23,800 受診者数：1,190名 医療機関との契約 健診費用が高い -

3 生活習慣病健
診

【目的】受診率の向上
【概要】費用の一部補助（35歳以上）

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 3,760 受診者数：376名 医療機関との契約 周知不足。 -

3
インフルエン
ザ予防接種補
助

【目的】インフルエンザの予防及び重篤化予防
【概要】インフルエンザ予防接種をした者に補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

- 4,734 受診者数（1回目）：2,181名
受診者数（2回目）：372名 - 周知不足。 1

2,5 健康啓発ポス
ター配布

【目的】健康に関する意識づけ
【概要】事業所にポスターを配布する 被保険者 全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

全員 0 事業所にポスターを配布する 納入告知書と一緒に送付するため、担
当者に周知しやすい - -

体
育
奨
励

8 ハイキング 【目的】リフレッシュ
【概要】埼玉連合会と共催して山登りとミカン狩りを行う

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
75

全員 22 参加人数：21名 - リピーターが多く新規参加者が少ない
。 1

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

6



事業主の取組

定期健康診断 労働安全衛生法に基づいた健康診断 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

通年実施 - - 無

健康診断事後措置
に伴う個別指導 労働安全衛生法に基づいた定期健康診断事後指導 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

年間5カ月実施 - - 無

傷病による休業者
の復帰支援 個別状況に応じた復帰支援 被保険者 男女

0
〜（

上
限
な
し）

通年 - - -

カウンセリング メンタル不調者への対応、休業からの復帰後の支援 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

通年 外部カウンセリング利用 - -

職場環境 健康環境の改善等 - -
-
〜
-
健康情報の提供、計測機器の設置（血圧計）、
食堂メニューのカロリー表示、喫煙場所の設置
、ラジオ体操の実施（1日1回）

- - -

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント

ア (ア　医療費の上位疾病) 医療費・患者数分析 -

イ (イ　医療費の上位疾病（60歳〜69歳）) 医療費・患者数分析 -

ウ (ウ　生活習慣病医療費比較) 医療費・患者数分析 -

エ (エ　年齢階層別医療費) 医療費・患者数分析 -

オ (オ　特定健康診査・特定保健指導受診率) 特定健診分析 -
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平成28年4月診療 平成29年4月診療

疾　　　病　　　名 人数 医療費総額 割合 疾　　　病　　　名 人数 医療費総額 割合

本態性（原発性＜一次性＞）高血圧（症） 450 3,669,950 5.34% ※ 本態性（原発性＜一次性＞）高血圧（症） 453 3,552,420 5.13% ※

血管運動性鼻炎及びアレルギー性鼻炎 545 3,113,240 4.53% 慢性腎不全 8 3,410,210 4.93% ※

喘息 273 2,524,830 3.67% 血管運動性鼻炎及びアレルギー性鼻炎 545 3,010,070 4.35%

慢性腎不全 9 2,164,700 3.15% ※ 喘息 257 2,327,660 3.36%

慢性ウイルス肝炎 11 1,786,790 2.60% 無顆粒球症 3 1,872,690 2.71%

詳細不明の糖尿病 147 1,674,050 2.43% ※ 直腸の悪性新生物 2 1,584,220 2.29%

リポ蛋白代謝障害及びその他の脂（質）血症 321 1,598,050 2.32% ※ リポ蛋白代謝障害及びその他の脂（質）血症 332 1,543,650 2.23% ※

うつ病エピソード 96 1,272,590 1.85% 膝関節症［膝の関節症］ 40 1,374,320 1.99%

結腸の悪性新生物 8 1,225,960 1.78% 詳細不明の糖尿病 140 1,358,730 1.96% ※

急性気管支炎 235 1,222,470 1.78% インスリン非依存性糖尿病 74 1,221,370 1.77% ※

インスリン非依存性糖尿病 70 1,053,880 1.53% ※ クローン病［限局性腸炎］ 3 1,182,810 1.71%

その他の関節リウマチ 25 1,037,420 1.51% 呼吸器及び消化器の続発性悪性新生物 3 1,164,440 1.68%

その他の表皮肥厚 163 1,015,700 1.48% 急性気管支炎 230 1,103,760 1.60%

房室ブロック及び左脚ブロック 2 933,940 1.36% うつ病エピソード 104 1,048,040 1.51%

多部位及び部位不明の急性上気道感染症 312 900,380 1.31% その他の関節リウマチ 21 1,013,170 1.46%

クローン病［限局性腸炎］ 3 843,650 1.23% その他の表皮肥厚 164 871,750 1.26%

心不全 41 801,410 1.17% ※ 多部位及び部位不明の急性上気道感染症 301 857,560 1.24%

悪心及び嘔吐 36 782,780 1.14% 網膜剥離及び裂孔 8 812,490 1.17%

結膜炎 196 753,300 1.10% 胃食道逆流症 115 718,050 1.04%

胃食道逆流症 121 679,520 0.99% その他の皮膚炎 210 674,990 0.98%

その他 49,409,800 57.73% その他 47,067,970 55.63%

合計 78,464,410 合計 77,770,370

医療費の上位疾病20位までに生活習慣病に起因する疾病が6疾病あり、全体の医療費
の14％を占めている。

医療費の上位疾病20位までに生活習慣病に起因する疾病が5疾病あり、全体の医療費
の14％を占めている。
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平成28年4月診療 平成29年4月診療

疾　　　病　　　名 人数 医療費総額 割合 疾　　　病　　　名 人数 医療費総額 割合

慢性ウイルス肝炎 4 1,550,120 10.00% 直腸の悪性新生物 1 1,550,000 12.41%

本態性（原発性＜一次性＞）高血圧（症） 167 1,226,390 7.91% ※ 本態性（原発性＜一次性＞）高血圧（症） 188 1,488,260 11.91% ※

慢性腎不全 4 1,122,150 7.24% ※ 慢性腎不全 2 644,040 5.15% ※

房室ブロック及び左脚ブロック 1 911,630 5.88% 非ホジキンリンパ腫のその他及び詳細不明の型 1 571,120 4.57%

そけい＜鼡径＞ヘルニア 1 560,650 3.62% リポ蛋白代謝障害及びその他の脂（質）血症 112 554,210 4.44% ※

リポ蛋白代謝障害及びその他の脂（質）血症 111 511,820 3.30% ※ 詳細不明の糖尿病 57 497,170 3.98% ※

直腸の悪性新生物 1 509,200 3.28% インスリン非依存性糖尿病 25 380,530 3.05% ※

前腕の骨折 2 450,760 2.91% その他の関節リウマチ 10 326,280 2.61%

インスリン非依存性糖尿病 26 422,680 2.73% ※ 血管運動性鼻炎及びアレルギー性鼻炎 56 294,030 2.35%

詳細不明の糖尿病 50 398,400 2.57% ※ 女性性器脱 1 205,000 1.64%

その他の関節リウマチ 12 335,330 2.16% パーキンソン病 2 195,430 1.56%

乾せん＜癬＞ 6 327,800 2.11% 心房細動及び粗動 10 185,380 1.48%

心臓及び血管のプロステーシス、挿入物及び移植片の合併症 1 294,960 1.90% 胆石症 7 166,940 1.34%

摂取物質による皮膚炎 1 262,740 1.69% 胃食道逆流症 40 164,000 1.31%

その他の脳血管疾患 5 254,680 1.64% ※ 狭心症の疑い 1 146,570 1.17%

脊髄性筋萎縮症及び関連症候群 1 241,190 1.56% 喘息 18 127,130 1.02%

胃食道逆流症 41 231,420 1.49% 緑内障 15 120,490 0.96%

のう＜嚢＞胞性腎疾患 3 218,410 1.41% 睡眠障害 28 111,930 0.90%

血管運動性鼻炎及びアレルギー性鼻炎 35 218,170 1.41% 乳房の悪性新生物 2 110,840 0.89%

処置の合併症 2 208,120 1.34% その他の部位の続発性悪性新生物 1 110,040 0.88%

その他 5,705,960 33.85% その他 4,379,930 36.38%

合計 15,962,580 合計 12,329,320

医療費の上位疾病20位までに生活習慣病に起因する疾病が7疾病あり、全体の医療費
の24％を占めている。

医療費の上位疾病20位までに生活習慣病に起因する疾病が5疾病あり、全体の医療費
の29％を占めている。
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平成28年4月診療 全組合 伸び率（対前年同月）

１人当たり 全組合集計 １人当たり １人当たり

医療費 比較指数 医療費 医療費

2,909,730 392 1.09 311 9.80% 11.36%

ｲﾝｽﾘﾝ治療 761,200 103 1.19 75 ｲﾝｽﾘﾝ治療 13.37% 15.73%

腎障害 12,920 2 1.36 1 腎障害 38.78% 100.00%

網膜症 28,780 4 0.53 6 網膜症 -18.38% -20.00%

神経障害 9,490 1 0.89 1 神経障害 255.43% －

390,400 53 0.62 74 -45.81% -44.79%

239,560 32 0.38 72 0.07% 0.00%

－ － － 0 － －

3,450,570 465 1.14 345 -2.67% -1.27%

160,140 22 0.86 23 -22.48% -18.52%

1,583,250 213 0.94 196 -0.82% 0.47%

31,170 4 0.64 6 -11.95% -20.00%

30 0 0.04 0 － －

2,330,890 314 1.61 170 9.42% 10.95%

糖尿病 － － － 14 糖尿病 － －

高血圧 158,770 21 1.28 15 高血圧 -27.60% -27.59%

全組合医療費と比べ、糖尿病・高血圧症・人工透析の医療費が高くなっている。 前年同月医療費と比べ、糖尿病・高脂血症・人工透析の医療費が

糖尿病の内訳では、インスリン治療・腎障害の医療費が高くなっている。 高くなっている。

人工透析の内訳では、高血圧の医療費が高くなっている。 糖尿病の内訳では、インスリン治療・腎障害の医療費が高くなっている。

再
掲

再
掲

脳血管障害

虚血性心疾患

動脈閉塞

高血圧症

再
掲

脳血管障害

虚血性心疾患

動脈閉塞

高血圧症

高尿酸血症

高脂血症

肝機能障害

高血圧性腎臓障害

医療費総額

糖尿病

人工透析

生活習慣病 医療費総額

再
掲

糖尿病

生活習慣病

高尿酸血症

高脂血症

肝機能障害

高血圧性腎臓障害

人工透析
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平成29年4月診療 全組合 伸び率（対前年同月）

１人当たり 全組合集計 １人当たり １人当たり

医療費 比較指数 医療費 医療費

2,693,900 369 1.01 326 -7.42% -5.87%

ｲﾝｽﾘﾝ治療 619,930 85 0.97 79 ｲﾝｽﾘﾝ治療 -18.56% -17.48%

腎障害 6,710 1 0.87 1 腎障害 -48.07% -50.00%

網膜症 24,570 3 0.47 6 網膜症 -14.63% -25.00%

神経障害 930 0 0.10 1 神経障害 -90.20% -100.00%

721,110 99 1.17 76 84.71% 86.79%

317,660 43 0.53 72 32.60% 34.38%

－ － － 0 － －

3,148,710 431 1.13 338 -8.75% -7.31%

195,790 27 1.00 25 22.26% 22.73%

1,496,790 205 0.94 196 -5.46% -3.76%

58,190 8 1.26 6 86.69% 100.00%

－ － － 0 － －

2,951,380 404 2.12 172 26.62% 28.66%

糖尿病 － － － 14 糖尿病 － －

高血圧 177,600 24 1.37 16 高血圧 11.86% 14.29%

全組合医療費と比べ全体的に医療費が高くなっているが、人工透析の医療費が 前年同月医療費と比べ、脳血管障害・虚血性心疾患・高尿酸血症・

大きく上回っている。 肝機能障害・人工透析の医療費が高くなっている。

糖尿病の内訳では、インスリン治療の医療費が高くなっている。 人工透析の内訳では、高血圧症の医療費が高くなっている。

人工透析の内訳では、高血圧の医療費が高くなっている。

人工透析 人工透析

再
掲

再
掲

高脂血症 高脂血症

肝機能障害 肝機能障害

高血圧性腎臓障害 高血圧性腎臓障害

動脈閉塞 動脈閉塞

高血圧症 高血圧症

高尿酸血症 高尿酸血症

再
掲

再
掲

脳血管障害 脳血管障害

虚血性心疾患 虚血性心疾患

生活習慣病 医療費総額 生活習慣病 医療費総額

糖尿病 糖尿病
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平成28年4月診療

伸び率（対前年同月）

年齢階層 医療費総額 医療費割合
1人当たり
医療費

医療費割合
１人当たり
医療費

年齢階層 医療費総額 医療費割合
1人当たり
医療費

0～4歳 5,703,630 7.27% 12,563 8.93% 15,774 0～4歳 -20.90% -22.58% -17.94%

5～9歳 4,003,270 5.10% 8,087 5.75% 9,939 5～9歳 -34.86% -36.25% -33.02%

10～14歳 3,796,160 4.84% 7,487 4.26% 7,281 ※ 10～14歳 33.97% 31.17% 25.52%

15～19歳 1,653,720 2.11% 3,445 3.04% 4,944 15～19歳 0.67% -1.40% 5.48% ※

20～24歳 2,574,810 3.28% 5,537 3.21% 4,793 ※ 20～24歳 52.09% 49.09% 56.32% ※

25～29歳 2,155,050 2.75% 3,969 4.67% 6,483 25～29歳 -47.81% -48.88% -48.00%

30～34歳 4,589,930 5.85% 8,081 6.28% 7,826 ※ 30～34歳 -2.65% -4.72% 6.44% ※

35～39歳 4,507,050 5.74% 6,778 7.51% 8,626 35～39歳 8.89% 6.49% 16.76% ※

40～44歳 7,498,400 9.56% 8,916 9.73% 9,504 40～44歳 14.52% 12.08% 14.53% ※

45～49歳 9,687,580 12.35% 13,625 10.92% 11,714 ※ 45～49歳 -18.68% -20.37% -18.57%

50～54歳 6,550,580 8.35% 11,373 11.50% 15,234 50～54歳 42.69% 39.63% 35.02% ※

55～59歳 8,258,700 10.53% 17,876 11.08% 19,362 55～59歳 -3.12% -5.14% 0.24% ※

60～64歳 9,284,620 11.83% 22,535 7.84% 23,308 60～64歳 50.03% 46.77% 46.75% ※

65～69歳 6,677,960 8.51% 35,903 3.40% 29,259 ※ 65～69歳 27.25% 24.60% 18.36% ※

70～74歳 1,522,950 1.94% 25,383 1.86% 42,433 70～74歳 20.21% 17.58% 28.22% ※

75歳以上 － － － 0.01% 19,157 75歳以上 － － －

合　計 78,464,410 100.00% 10,566 100.00% 10,884 合　計 2.18% 0.00% 3.57%

６歳未満 6,814,160 8.68% 12,278 10.46% 15,241 ６歳未満 -28.16% -29.72% -25.44%

高齢７割給付 19,590 0.02% 933 0.22% 15,967 高齢７割給付 9.87% 0.00% 4.60% ※

高齢一般低所 604,090 0.77% 15,897 1.47% 31,644 高齢一般低所 3.53% 1.32% 14.43% ※

全組合の一人当たり医療費と比べ10～14歳、20～24歳、30～34歳、45～49歳、 前年同月医療費と比べ15～24歳、30～44歳、50～74歳、

65～69歳の医療費が高くなっている。 高齢者の医療費が高くなっている。

全　組　合　集　計

再掲 再掲
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平成29年4月診療

伸び率（対前年同月）

年齢階層 医療費総額 医療費割合
1人当たり
医療費

医療費割合
１人当たり
医療費

年齢階層 医療費総額 医療費割合
1人当たり
医療費

0～4歳 5,001,090 6.43% 11,823 8.63% 15,644 0～4歳 -12.32% -11.55% -5.89%

5～9歳 4,478,480 5.76% 9,272 5.55% 9,743 5～9歳 11.87% 12.94% 14.65% ※

10～14歳 3,884,850 5.00% 7,754 4.21% 7,358 ※ 10～14歳 2.34% 3.31% 3.57% ※

15～19歳 1,972,520 2.54% 3,977 3.03% 4,913 15～19歳 19.28% 20.38% 15.44% ※

20～24歳 1,550,660 1.99% 3,313 3.20% 4,683 20～24歳 -39.78% -39.33% -40.17%

25～29歳 2,185,400 2.81% 4,203 4.63% 6,549 25～29歳 1.41% 2.18% 5.90% ※

30～34歳 5,102,570 6.56% 9,311 6.20% 7,865 ※ 30～34歳 11.17% 12.14% 15.22% ※

35～39歳 5,270,370 6.78% 8,197 7.24% 8,629 35～39歳 16.94% 18.12% 20.94% ※

40～44歳 5,969,620 7.68% 7,307 9.35% 9,443 40～44歳 -20.39% -19.67% -18.05%

45～49歳 10,145,510 13.05% 13,636 11.22% 11,554 ※ 45～49歳 4.73% 5.67% 0.08% ※

50～54歳 9,113,780 11.72% 15,114 11.60% 14,911 ※ 50～54歳 39.13% 40.36% 32.89% ※

55～59歳 4,766,440 6.13% 10,957 11.40% 19,044 55～59歳 -42.29% -41.79% -38.71%

60～64歳 6,653,820 8.56% 17,283 8.26% 22,748 60～64歳 -28.34% -27.64% -23.31%

65～69歳 5,675,500 7.30% 32,431 3.59% 28,531 ※ 65～69歳 -15.01% -14.22% -9.67%

70～74歳 5,999,760 7.71% 88,232 1.86% 40,694 ※ 70～74歳 293.96% 297.42% 247.60% ※

75歳以上 － － － 0.02% 24,244 75歳以上 － － －

合　計 77,770,370 100.00% 10,640 100.00% 10,868 合　計 -0.88% 0.00% 0.70%

６歳未満 6,004,340 7.72% 11,636 10.05% 15,038 ６歳未満 -11.88% -11.06% -5.23%

高齢７割給付 5,450 0.01% 287 0.23% 16,258 高齢７割給付 -72.18% -50.00% -69.24%

高齢一般低所 1,237,560 1.59% 26,903 1.40% 27,162 高齢一般低所 104.86% 106.49% 69.23% ※

全組合の一人当たり医療費と比べ10～14歳、30～34歳、45～54歳、65～74歳の 前年同月医療費と比べ5～19歳、25～39歳、45～54歳、70～74歳、

医療費が高くなっている。 高齢者の医療費が高くなっている。

全　組　合　集　計

再掲 再掲
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特定健康診査

27年度 28年度 増減 28年度 29年度 増減

特定健康診査対象者数 3148 3124 -24 3124 3094 -30

特定健康診査受診者数 2010 2076 66 2076 2251 175

健診受診率（％） 63.9% 66.5% 2.6% 66.5% 72.8% 6.3%

目標実施率（％） 70.0% 75.0% 75.0% 80.0%

28年度受診率は前年比2.6％の増であった。29年度受診率は前年比6.3％の増であった。

特定保健指導

27年度 28年度 増減 28年度 29年度 増減

特定保健指導の対象者数 452 474 22 474 527 53

特定保健指導の終了者数 97 72 -25 72 78 6

特定保健指導受診率（％） 21.5% 15.2% -6.3% 15.2% 14.8% -0.4%

特定保健指導（積極的支援）対象者数 286 319 33 319 340 21

特定保健指導（積極的支援）の終了者数 61 45 -16 45 48 3

特定保健指導（積極的支援）受診率（％） 21.3% 14.1% -7.2% 14.1% 14.1% 0.0%

特定保健指導（動機付け支援）対象者数 166 155 -11 155 187 32

特定保健指導（動機付け支援）の終了者数 36 27 -9 27 30 3

特定保健指導（動機付け支援）受診率（％） 21.7% 17.4% -4.3% 17.4% 16.0% -1.4%

目標実施率（％） 20.0% 25.0% 25.0% 30.0%

28年度受診率は前年比6.3％の減であった（積極的7.2％減、動機付け4.3％減）。

29年度受診率は前年比1.4％の減であった（積極的は前年と同比率、動機付け1.4％減）。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 生活習慣病に起因する医療費の割合が10％以上占めている。
60歳以上になると25％以上占めている。  特定健康診査、特定保健指導の受診率を向上させる。

2 重症化が最も懸念される糖尿病の医療費が全組合平均より高い。
最も重篤化の人工透析の医療費が全組合平均より高い。  重篤化予防に向けた事業を行う。

3 働き盛りの年代（45〜49歳）の医療費が全組合平均より高い。
医療費が増える65歳以上の医療費が全組合平均より高い。  健康への関心、重篤化予防を周知する。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・少人数規模の事業所が多い。
・事業所の拠点が他県に点在している。
・健保組合には、医療専門職が不在である。

 ・少人数規模の事業所が多いため全ての事業所に対して個別に対応するのは非効率であ
る。よって協力的な事業所との事例づくりから開始する。
・医療専門職が不在のため、健保連との共同保健指導への参加をすることが必要である
。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・特定健診の受診率が低い（保健事業で人間ドック、生活習慣病検診を実施）。
・生活習慣病のリスク保有者への対策が特定保健指導のみ。  ・機関誌などの広報媒体の内容や配布方法等を工夫する。

ウ

ウ

イ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関紙発行
　保健指導宣伝 　健康者表彰
　保健指導宣伝 　後発医薬品推進
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　健康啓発ポスター配布
　体育奨励 　ハイキング
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・特定健康診査、特定保健指導の受診率を向上させる。
・重篤化予防に向けた事業を行う。
・健康への関心、重篤化予防を周知する。

事業全体の目標
・健診受診率を35年度までに85％とする。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業

8,483 - - - - -
特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ ウ - ア -

毎年4月に被扶養者に対し
て受診券を送付。
各事業所に保健師を派遣
してセミナーを開催。
事務担当者向けの説明会
を実施。

継続 継続 継続 継続 継続 平成35年度までに、健診受診率を85％とす
る。

生活習慣病に起因する医療費の割
合が10％以上占めている。
60歳以上になると25％以上占めて
いる。

健診受診率の達成(【実績値】80％　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：81％　平成32年度：82％　平成33年度：83％　平成34年度：84％　平成35年度：
85％)- 受診者の健康維持(【実績値】-　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：81％　平成32年度：82％　平成33年度：83％　平成34年度：84％　平成35年度：85％)前期高齢者医療費の減少

8,875 - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ ク - ケ -

事業主健診データに基づ
き、事業主と協働で保健
指導を実施。
各事業所に保健師を派遣
してセミナーを開催。
事務担当者向けの説明会
を実施。

継続 継続 継続 継続 継続 平成35年度までに、実施率を30％とする。
重症化が最も懸念される糖尿病の
医療費が全組合平均より高い。
最も重篤化の人工透析の医療費が
全組合平均より高い。

目標実施率の達成(【実績値】16％　【目標値】平成30年度：25％　平成31年度：26％　平成32年度：27％　平成33年度：28％　平成34年度：29％　平成35年度：
30％)- 受診者の健康維持(【実績値】-　【目標値】平成30年度：25％　平成31年度：26％　平成32年度：27％　平成33年度：28％　平成34年度：29％　平成35年度：30％)前期高齢者医療費の減少

- - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存 機関紙発行 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ケ - ス -

年4回発行。
毎年4月は被保険者自宅へ
特定健診受診券と併せて
送付。

継続 継続 継続 継続 継続 被保険者全員が講読をする。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

被保険者全員が講読をする(【実績値】4回　【目標値】平成30年度：4回　平成31年度：4回　平成32年度：4回　平成33年度：4回　平成34年度：4回　平成35年度
：4回)- 組合の保健事業の周知(【実績値】4回　【目標値】平成30年度：4回　平成31年度：4回　平成32年度：4回　平成33年度：4回　平成34年度：4回　平成35年度：4回)-

- - - - - -

8 既
存 健康者表彰 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ ア - ス -

健診を受診したうえで医
療機関にかからなかった
者に対し表彰及び記念品
を贈呈。

継続 継続 継続 継続 継続 インセンティブによる健康への関心。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

インセンティブによる健康への関心(【実績値】-　【目標値】平成30年度：200人　平成31年度：200人　平成32年度：200人　平成33年度：200人　平成34年度：20
0人　平成35年度：200人)- 健診等の受診率向上(【実績値】-　【目標値】平成30年度：200人　平成31年度：200人　平成32年度：200人　平成33年度：200人　平成34年度：200人　平成35年度：200人)-

- - - - - -

7 既
存

後発医薬品推
進 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ キ - ス -

後発医薬品へ転換するこ
とによって、1,000円以上
の減額がある者に通知を
送付。

継続 継続 継続 継続 継続 後発医薬品普及による医療費削減。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

後発医薬品普及による医療費削減(【実績値】285人　【目標値】平成30年度：500人　平成31年度：500人　平成32年度：500人　平成33年度：500人　平成34年度
：500人　平成35年度：500人)- 医療費削減(【実績値】285人　【目標値】平成30年度：500人　平成31年度：500人　平成32年度：500人　平成33年度：500人　平成34年度：500人　平成35年度：500人)-

- - - - - -
疾
病
予
防

3 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 １ ウ - ア -

疾病の早期発見・重篤化
予防のために、35歳以上
の加入員を対象に実施。

継続 継続 継続 継続 継続 特定健診、人間ドック、生活習慣病検診を
合わせて健診実施率の達成。

生活習慣病に起因する医療費の割
合が10％以上占めている。
60歳以上になると25％以上占めて
いる。

健診実施率の達成(【実績値】80％　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：81％　平成32年度：82％　平成33年度：83％　平成34年度：84％　平成35年度：
85％)- 健診受診者の増加(【実績値】80％　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：81％　平成32年度：82％　平成33年度：83％　平成34年度：84％　平成35年度：85％)-

- - - - - -

3 既
存

生活習慣病健
診 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 １ ウ - ア -

疾病の早期発見・重篤化
予防のために、35歳以上
の加入員を対象に実施。

継続 継続 継続 継続 継続 特定健診、人間ドック、生活習慣病検診を
合わせて健診実施率の達成。

生活習慣病に起因する医療費の割
合が10％以上占めている。
60歳以上になると25％以上占めて
いる。

健診受診率の達成(【実績値】80％　【目標値】平成30年度：8％　平成31年度：81％　平成32年度：82％　平成33年度：83％　平成34年度：84％　平成35年度：8
5％)- 健診実施率の増加(【実績値】80％　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：81％　平成32年度：82％　平成33年度：83％　平成34年度：84％　平成35年度：85％)-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標

18



3 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス - インフルエンザの予防及

び重篤化予防。 継続 継続 継続 継続 継続 インフルエンザ羅漢者の減少。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

インフルエンザ羅漢者の減少(【実績値】1,700人　【目標値】平成30年度：1,700人　平成31年度：1,700人　平成32年度：1,700人　平成33年度：1,700人　平成34
年度：1,700人　平成35年度：1,700人)- 疾病の重篤化予防(【実績値】1,700人　【目標値】平成30年度：1,700人　平成31年度：1,700人　平成32年度：1,700人　平成33年度：1,700人　平成34年度：1,700人　平成35年度：1,700人)-

- - - - - -

5 既
存

健康啓発ポス
ター配布 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ケ - ア -

事業所内に掲示いただく
ことで、加入員へ保健事
業の関心を促す。

継続 継続 継続 継続 継続 加入事業所へポスターを配布。
働き盛りの年代（45〜49歳）の医
療費が全組合平均より高い。
医療費が増える65歳以上の医療費
が全組合平均より高い。

健康への関心(【実績値】4回　【目標値】平成30年度：4回　平成31年度：4回　平成32年度：4回　平成33年度：4回　平成34年度：4回　平成35年度：4回)- 健診等の受診率向上(【実績値】4回　【目標値】平成30年度：4回　平成31年度：4回　平成32年度：4回　平成33年度：4回　平成34年度：4回　平成35年度：4回)-
- - - - - -

体
育
奨
励

5 既
存 ハイキング 全て 男女

0
〜
75

加入者
全員 １ ス - ス -

健保連埼玉連合会と共催
。
リフレッシュを目的に、
登山とミカン狩りを行う
。

継続 継続 継続 継続 継続 健康づくり、運動習慣等のきっかけを作る
。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

健康作りのきっかけ作り(【実績値】15人　【目標値】平成30年度：20人　平成31年度：20人　平成32年度：20人　平成33年度：20人　平成34年度：20人　平成35
年度：20人)- 生活習慣病羅漢者の予防(【実績値】15人　【目標値】平成30年度：20人　平成31年度：20人　平成32年度：20人　平成33年度：20人　平成34年度：20人　平成35年度：20人)-

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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